


定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第2四半期連結累計期間における、我が国経済は、原油価格及び原材料価格の高騰に伴う消費者物価の上昇や、米

国のサブプライムローン問題を発端とする世界的な金融市場の混乱などにより、景気の先行き不透明感は一段と強ま

りました。

　当社グループが主力とする染色加工業界においては、長引く消費不振・衣料品販売低迷や海外への生産移転により

市場規模縮小の流れは止まらず、また原材料価格の高騰による製造コスト上昇は企業収益を大きく圧迫しており、極

めて厳しい状況にて推移しました。

　このような状況下、当社グループでは、加工料金改定の推進、同業者からの事業継承、他社との業務提携による全

素材の加工展開による事業領域の拡大に努め、売上維持に積極的に取り組みましたが、店頭の異常なまでの衣料消費

の低下と不採算製品販売の絞り込みを進めたこともあり、当第2四半期連結累計期間の売上高は9,040百万円と減収と

なりました。またコスト面では新たにコスト低減推進室を設け、全社的なアプローチにて原価削減・品質改善活動を

強力に推進し、採算の改善に努めました。しかしながら、原材料価格アップによる強烈なコスト上昇は、これらの活

動では全て吸収しきれず、また、加工料金の値上げや事業吸収効果が下半期になるため利益面での影響は避けられず、

営業損失は551百万円、経常損失は520百万円、法人税等を控除した四半期純損失は596百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①繊維事業

　染色加工部門は、国内においては、加工料金の価格改定や採算重視による受注選別により、平均売上単価は上昇し

ましたが、消費マインド低下を背景に百貨店アパレルを中心とした衣料品販売の低迷、円高による輸出不振により売

上数量は減少しました。また海外子会社においても市場での中国製品等との受注競争激化や米国景気悪化に伴う対米

輸出減少に加え、現地通貨安による邦貨換算での減少もあり、染色加工部門の売上高は5,756百万円となりました。

　繊維製品等販売部門は、国内においては、量販店向けの不採算製品販売の絞り込みに伴う減収、また海外では、イ

ンドネシア子会社にてヨーロッパ向けの高単価商品の受注が好調に推移したものの、タイ子会社において、資金効率

向上を目的に製品販売を全面的に委託加工取引への移行したことが影響し、売上高は2,677百万円となりました。

　以上の結果、繊維事業の売上高は8,434百万円、営業損失は586百万円となりました。

②不動産賃貸事業

  新規の取扱い物件はなく、売上高は48百万円、営業利益は37百万円となりました。

③機械販売事業

  主力の販売先である染色加工業界の低迷を受け、売上高は137百万円、営業利益は5百万円となりました。

④倉庫事業

　営業事務所の新設や荷物取扱量の増加により、売上高は241百万円、営業利益は7百万円となりました。

⑤保育サービス事業

  積極的に営業展開を図った結果、事業所、病院、レジャー施設などの付属保育所の受託が増加し、売上高は434百万

円と増収となり、営業利益は35百万円となりました。

⑥システム事業

　ソフトウエア開発の受注低迷により、売上高は122百万円、営業損失は47百万円となりました。

　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　非繊維事業である保育サービス事業、倉庫事業が好調に推移しましたが、主力の繊維事業における売上低迷、また

原材料価格の著しい上昇による採算の悪化により、売上高は7,121百万円、営業損失は560百万円となりました。

②東南アジア

　インドネシア子会社にてヨーロッパ向け輸出が好調に推移し、またタイ子会社においてもプリント加工を中心にタ

イ国内向けの委託加工受注が増加した結果、売上高は2,045百万円、営業利益は21百万円となりました。
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２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第2四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、営業活動により81百万円の増加、投資活動によ

り96百万円の増加、財務活動により543百万円の減少となった結果、前連結会計年度末と比べ385百万円減少し、1,390

百万円となりました。

　

  当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純損失486百万円を計上しましたが、減価償却費319百万円、売上債権の減少額963百万円、たな

卸資産の減少額83百万円等により、81百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有価証券の償還による収入304百万円、有形固定資産の取得による支出357百万円、国庫補助金の受入額111百万円等

により、96百万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の返済による支出161百万円、長期借入金の返済による支出337百万円、配当金の支払103百万円等により、

543百万円の支出となりました。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　今後の当社グループを取巻く経営環境は、米国サブプライムローン問題を発端とした世界的な金融危機と株式市場

の低迷に伴う景気の後退、また急速に進行している円高などによって、未曾有の厳しい状況にて推移すると予想され

ます。このような状況下、個人消費の更なる不振、衣料品需要の低下、円高進行による輸出売上の低迷が予想されま

すが、当社グループは、同業他社の事業吸収による受注・売上の維持・確保、加工料金改定による原材料価格アップ

の吸収、また原価低減及び品質改善活動などの経営努力を継続して参ります。

  従いまして、通期の連結業績予想については、平成20年5月23日発表の予想を、売上高18,900百万円、営業利益70百

万円、経常損失120百万円、当期純損失320百万円と修正しております。

　また、通期の個別業績予想につきましても、労務費コストの圧縮を計り、平成20年5月23日発表の予想を、売上高

14,500百万円、営業利益0百万円、経常利益40百万円、当期純損失90百万円と修正しております。

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸

表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

　②当第1四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として低価法によって

おりましたが、原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。なお、これによる損益へ与える影響はありません。

　③当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。なお、これによる損益へ与える影響はありま

せんが、四半期連結貸借対照表の土地再評価差額金が520百万円減少しております。また、当該科目につき前連結

会計年度までは再評価積立金として表示しておりました。

　④所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年

４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴

い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
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によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる損益へ与える影響はありません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,390 1,775

受取手形及び売掛金 4,102 5,115

商品 164 210

製品 170 104

原材料 401 427

仕掛品 466 598

繰延税金資産 206 253

その他 562 667

貸倒引当金 △3 △10

流動資産合計 7,462 9,142

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,784 1,816

機械装置及び運搬具（純額） 2,801 2,643

土地 1,829 2,676

建設仮勘定 155 52

その他（純額） 67 55

有形固定資産合計 6,638 7,244

無形固定資産   

のれん 35 40

その他 32 33

無形固定資産合計 67 73

投資その他の資産   

投資有価証券 2,120 2,318

繰延税金資産 3 7

その他 324 313

貸倒引当金 △5 △0

投資その他の資産合計 2,443 2,638

固定資産合計 9,148 9,957

資産合計 16,611 19,099



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,418 2,861

短期借入金 2,947 3,384

未払法人税等 63 75

賞与引当金 215 263

その他 1,555 1,388

流動負債合計 7,199 7,972

固定負債   

社債 － 40

長期借入金 1,074 1,321

退職給付引当金 2,192 2,186

役員退職慰労引当金 314 314

負ののれん 29 32

その他 375 385

固定負債合計 3,985 4,280

負債合計 11,185 12,253

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,300 4,300

資本剰余金 3,053 3,053

利益剰余金 △852 △151

自己株式 △331 △330

株主資本合計 6,169 6,871

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 347 355

繰延ヘッジ損益 － △5

土地再評価差額金 － 520

為替換算調整勘定 △1,110 △903

評価・換算差額等合計 △762 △33

少数株主持分 19 7

純資産合計 5,426 6,845

負債純資産合計 16,611 19,099



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 9,040

売上原価 8,587

売上総利益 453

販売費及び一般管理費 1,005

営業損失（△） △551

営業外収益  

受取利息 8

受取配当金 25

有価証券償還益 122

雑収入 31

営業外収益合計 188

営業外費用  

支払利息 62

退職給付費用 62

為替差損 9

雑支出 22

営業外費用合計 157

経常損失（△） △520

特別利益  

固定資産売却益 10

投資有価証券売却益 6

移転補償金 20

貸倒引当金戻入額 2

特別利益合計 39

特別損失  

事務所移転費用 5

特別損失合計 5

税金等調整前四半期純損失（△） △486

法人税、住民税及び事業税 42

法人税等調整額 40

法人税等合計 83

少数株主利益 26

四半期純損失（△） △596



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △486

減価償却費 319

有価証券償還損益（△は益） △122

移転補償金 △20

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2

賞与引当金の増減額（△は減少） △48

受取利息及び受取配当金 △34

支払利息 62

為替差損益（△は益） △9

有形固定資産売却損益（△は益） △10

売上債権の増減額（△は増加） 963

たな卸資産の増減額（△は増加） 83

仕入債務の増減額（△は減少） △397

未払費用の増減額（△は減少） △64

その他 △99

小計 143

利息及び配当金の受取額 34

利息の支払額 △63

移転補償金の受取額 20

法人税等の支払額 △53

営業活動によるキャッシュ・フロー 81

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の償還による収入 304

補助金の受取額 111

有形固定資産の取得による支出 △357

有形固定資産の売却による収入 12

投資有価証券の売却による収入 11

その他 14

投資活動によるキャッシュ・フロー 96

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △161

長期借入れによる収入 100

長期借入金の返済による支出 △337

社債の償還による支出 △40

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △103

財務活動によるキャッシュ・フロー △543

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △385

現金及び現金同等物の期首残高 1,775

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,390



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
繊維事業
（百万
円）

不動産
賃貸事業
（百万
円）

機械販売
事業
（百万
円）

倉庫事業
（百万
円）

保育サー
ビス事業
（百万
円）　

システム
事業
（百万
円）

その他の
事業　
（百万
円）　

計
（百万
円）

消去又は
全社
（百万
円）

連結
（百万
円）

売上高           

(1）外部顧客に対す

る売上高
8,434 39 13 34 434 82 2 9,040 ‐　 9,040

(2）セグメント間の

内部売上高又

は振替高

0 8 123 207 ‐　 39 ‐　 379 (379) ‐　

計 8,434 48 137 241 434 122 2 9,420 (379) 9,040

営業利益又は営業損

失（△）
△586 37 5 7 35 △47 △3 △551 (0) △551

　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

　　（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売　

　　　　　　　　　　　　　 上、テキスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品

　　　　　　　　　　　　　 （パンツ、パジャマ、カジュアルシャツ等）

　　（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

　　（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

　　（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

　　（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

　　（6）システム事業………ソフト開発の請負等

　　（7）その他の事業………包装資材販売等
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〔所在地別セグメント情報〕

 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）

東南アジア

（百万円）

北米

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 6,997 2,042 ‐　 9,040 ‐　 9,040

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
123 2 ‐　 125 (125) ‐　

計 7,121 2,045 ‐　 9,166 (125) 9,040

営業利益又は営業損失（△） △560 21 △13 △552 (0) △551

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　(1) 東南アジア……タイ・インドネシア

　　(2) 北米……………アメリカ

〔海外売上高〕

 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 734 880 721 2,336

Ⅱ　連結売上高（百万円） 9,040

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
8.1 9.7 8.0 25.8

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

　　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。

 

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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｢参考資料｣ 
前年同四半期に係る財務諸表 

（１）中間連結損益計算書 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分  金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高  10,304 100.0

Ⅱ 売上原価  9,169 89.0

売上総利益  1,134 11.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,005 9.7

営業利益  129 1.3

Ⅳ 営業外収益  

１ 受取利息  15

２ 受取配当金  22

３ 賃貸料  7

４ 雑収入  17 63 0.6

Ⅴ 営業外費用  

１ 支払利息  92

２ 退職給付引当金繰入額  62

３ 為替差損  10

４ 雑支出  20 185 1.8

経常利益  8 0.1

Ⅵ 特別利益  

１ 固定資産売却益  393

２ 貸倒引当金戻入  4 397 3.9

Ⅶ 特別損失  

１ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

 293

２ その他  3 297 2.9

税金等調整前中間純利益  108 1.1

法人税、住民税 
及び事業税 

 74

法人税等調整額  41 116 1.1

少数株主損失  19 0.1

中間純利益  11 0.1

  

 
 
 
 
 
 
 



 
（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）

区分 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税金等調整前中間純利益 108 

   減価償却費 309 

   退職給付引当金の増加額 7 

   役員退職慰労引当金の増加額 303 

   受取利息及び受取配当金 △38 

   支払利息 92 

   為替差損益 2 

   固定資産売却益 △393 

   売上債権の増減額 878 

   たな卸資産の増減額 380 

   仕入債務の増減額 △585 

   未払費用の増減額 △179 

   賞与引当金の増減額 △146 

   貸倒引当金の増減額 △4 

   その他 △46 

   小計 686 

   利息及び配当金の受取額 38 

   利息の支払額 △92 

   法人税等の支払額 △45 

営業活動によるキャッシュ・フロー 588 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

   有価証券の取得による支出 △101 

   国庫補助金の受入額 100 

   有形固定資産の取得による支出 △583 

   有形固定資産の売却による収入 651 

   その他 △39 

投資活動によるキャッシュ・フロー 26 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   短期借入金の増減額 △328 

   長期借入による収入 455 

   長期借入金の返済による支出 △251 

   社債の償還による支出 △90 

   自己株式の取得による支出 △2 

   配当金の支払額 △103 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △319 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△は減少) 298 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 1,804 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 2,102 

  

 



 

 

（３） セグメント情報 

 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

 

前中間連結会計期間  （自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日）            （単位：百万円未満切捨） 

 繊維事業 
不動産 

賃貸事業 

機械販売

事業 
倉庫事業

保育ｻｰ

ﾋﾞｽ事業

システム

事業 

その他 

の事業 
計 

消去又は

全社 
連 結

  売上高         

1. 外部顧客に対する 

     売上高 
9,662 39 49 6 337 204 3 10,304 - 10,304

 2. セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 

0 8 214 214 - 41 2 481 （481） -

計 9,663 48 263 220 337 246 5 10,785 （481） 10,304

営業費用 9,646 9 240 216 304 230 9 10,657 （483） 10,174

営業利益又は営業損失

（△） 
16 38 23 4 33 16 △4 128 1 129

 
    

〔所在地別セグメント情報〕 

 

前中間連結会計期間 （自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日）            （単位：百万円未満切捨） 

 日本 東南アジア 北米 計 
消去又は 

全社 
連 結 

売上高       

 1.外部顧客に対する売上高 

 2.セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 

7,834 

156 

2,470

14

-

-

10,304 

170 

- 

(170) 

10,304

-

計 7,990 2,484 - 10,474 (170) 10,304

営業費用 7,873 2,458 14 10,346 (171) 10,174

営業利益又は営業損失（△） 117 25 △14 128 1 129

 

   

〔海外売上高〕 
 

前中間連結会計期間 （自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

                                                      (単位：百万円未満切捨) 

 北  米 アジア その他の地域 計 

１．海外売上高 1,408 1,350 246 3,005 

２．連結売上高 10,304 

３．連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 13.7 13.1 2.4 29.2 
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